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No. 事業名 評価結果 とりまとめコメント

①
肝炎患者等支援
対策事業費

事業全体の抜
本的な改善

　まずは、本事業の費用と受診、受療の効果として節約されうる医療費を中心とする本事業
の効果をしっかり分析したうえで、見直し案にある肝疾患診療連携拠点病院の役割に応じ
たＫＰＩの再設定、肝疾患診療連携拠点病院全体の水準の引上げや肝炎情報センターの機
能強化を通じて拠点病院間の格差の是正を図ることや、都道府県が行う普及啓発事業と国
の広報事業との連携を構築し、役割分担を明確にしてコスト削減を図ることに加え、保険者
の立場からの取組を促す仕組みについても検討すること。また、地域差の要因分析を踏ま
えて陽性キャリアの受診に結びつけるための具体策を十分検討することが必要。

②
長期失業者等総
合支援事業

廃止

　雇用失業情勢の改善によって長期失業者が減少していること、事業の効果測定などが十
分でないことにかんがみ、本事業はいったん廃止することが必要。なお、今後、雇用失業情
勢を踏まえつつ長期失業者に対する就職支援の一部を民間職業紹介事業者に委託する事
業を検討することは妨げないが、その場合は、本事業に関する議論を踏まえ、就職後の職
場定着状況の厳格化、対象者の選定基準の明確化、対象者の属性等を踏まえた事業の効
果測定、目的・効果・実績を検討したうえで適切な予算規模を設定していくなどに留意し、よ
り実効あるものとなるようにすることが必要。

③

雇用均等コンサ
ルタント関係経費
（短時間労働者均
等待遇啓発事業）

事業全体の抜
本的な改善

　本事業は対象事業所の選定がシステマティックに行われていないことに見られるように事
業の趣旨・目的の絞り込みが不十分で、ＰＤＣＡサイクルも機能しておらず、抜本的に見直
すことが必要。正社員とパートタイム労働者の均衡処遇実現のための企業における処遇制
度の見直しを政策的に後押しすることが必要だとしても、今後、事業の趣旨・目的を絞り込
み、例えば、対象企業の業種・地域などを戦略的に選定することや、コンサルタントを配置
するという方式ではなく民間の創意工夫をより引き出す仕組みとすることを検討することな
どが必要。さらに、モデル的事業の効果を検証し、見直しのなかで事業終了年度について
も検討することが必要。

④
働きやすい職場
環境形成事業

事業全体の抜
本的な改善

　見直し案にある、不用額の状況を踏まえて予算要求額を精査するとともに、本事業の有
効性をより適切に把握するため、企業におけるパワーハラスメント防止対策の実施状況に
着目した成果目標・活動指標を設定することに加え、実態調査の結果から企業におけるパ
ワーハラスメント防止対策の進捗に本事業が具体的にどう寄与しているかを分析し、事業
継続の必要性なり出口戦略を検討していくことが必要。

厚生労働省行政事業レビュー「公開プロセス」（結果）

　本日開催された行政事業レビュー（公開プロセス）の結果については、以下のとおり。


